
　この小論は、アメリカのニュ－ス・メディ

アがアフリカ系アメリカ人にどのような対応

をしてきたかという点について、ジャーナリ

ズム・クォータリー誌およびパブリック・オ

ピニヨン・クォータリー誌などの論文により

考察した。

１　 新聞メディアと人種

（ケーネル・リポート）

　新聞ニュース記事における人種差別の問題

を網羅的かつ組織的に調査した報告書にケー

ネル・リポートがある。市民の不平等に関す

る国家諮問委員会の報告書（１９６８年）で、「新

聞メディアがアフリカ系アメリカ人を締め出

している」と訴え「新聞は、まるでアフリカ

系アメリカ人がこの世に生まれない・結婚し

ない・死亡しない・ＰＴＡの集会に出席しない

人のように扱っている」と批判し「アメリカ

の日常社会から彼らを疎外し、無視し、その

結果、この国における白人・黒人の対立現象

を生ぜしめた」と結論した。当時の新聞にア

フリカ系アメリカ人の記事がのることはあま

りなかった。１９７０年国勢調査の彼らの人口比

率は１１％を占めていたが、新聞記事の上では

恰も存在していないかのようであった。リポー

トの出た６８年は、キング牧師の暗殺でアフリ

カ系アメリカ人の暴動が全米で吹き荒れた年

である。ケーネル・リポートは、このような

６０年代の人種対立の社会風潮を反映したもの

であり、ニュース・メディアの在り方が問わ

れたものである。

　「いまアメリカが直面している最も重要な問

題は何か」のギャラップ世論調査（択一式回

答）によると、「人種問題」は６３年が５２％、

６５年が５２％と圧倒的な主張であるが、６０年

代末期には「ベトナム戦争」に関心が移行し、

７０年代になると「大学の反乱」や「ベトナム

戦争」が１位に昇り、「人種問題」は４位以下

に後退している。公民権法以降に推進された

アファーマティブ・アクション（人種差別解

消のための一連の政策）の効果が徐々にあら

われてきたのであろう。一方、ニュース・メ

ディアも変わってきたようだ。

（射殺事件とニュース・メディア）

　ケーネル・リポートに触発され、メディア

研究は活発になった。ジャーナリズム・クォー

タリー誌に載ったバランの研究（７３年）は、類

似する３つの大学生射殺事件についての新聞メ

ディアの対応を人種差別の視点から取り上げ

ている。当時、ケント大学、ジャクソン大学、

サウザン大学で学生の射殺事件が発生した。ケ

ント大学では４人の白人青年、他の２大学では

アフリカ系アメリカ人青年が被害者だった。こ

の事件に言及した新聞記事の報道量について、

事件から７日間を測定（社説を除く）した。新

聞は、東部のボストン・グローブとワシント

ン・ポスト、全国紙のニューヨーク・タイム

ス、南部のシャルロット・オブザーバーとニ

ューオリンズ・タイムス・ピキューン、中西

部のディモインズ・レジスターの計６紙を選定

した。調査の目的は、白人の事件ニュースの

方が報道量が多いという従来の批判を検証す

ることにあった。６紙別にケント大学（白人被
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害）対ジャクソン大学、ケント大学対サウザ

ン大学の比較をした。１２の比較表のうち統計

的な有意差があったのは僅か４表であり、２表

はケント大学事件の報道量が多いのに対し、残

り２表はサウザン大学事件（アフリカ系アメリ

カ人の被害者）の方が多く、人種による報道

量の差は見られなかった。これは、ニュース・

メディアの報道態度の変化を示唆するもので

あろう。

２　 写真雑誌メディアと人種

（６０年と７０年の比較）

　新聞メディアから雑誌メディアに目を転じ

よう。ニュース報道を主とするライフやタイ

ムなどのニュース写真雑誌（週刊誌）の編集

はどうであろうか。６０年と７０年の初めの１０

週間について、人種別報道量の比較をしたシ

ュテムペルの研究（ジャーナリズム・クォー

タリー　７１年）がある。雑誌はライフ、タイム、

ニュースウィーク、ＵＳニュース及びルック（隔

週刊）の５誌で、アジア系アメリカ人などのマ

イノリティや判別不能の人種は除外した。

　アフリカ系アメリカ人の報道量は、５誌とも

に６０年よりも有意差のある増加をした。７０年

の報道量は、ほぼ８分の１であり、当時の人口

比率に近い数値となっている。このことは、新

聞メディアの変革が雑誌メディアにも及んだ

ことを示唆している。

（５０年間の時系列比較）

　雑誌メディアにおけるアフリカ系アメリカ

人の写真記事の報道量を１９３７年から８８年ま

で５年おきに時系列分析した研究がジャーナリ

ズム・クォータリー（９０年）に載っている。セ

ントラル・フロリダ大学コミュニケーション

学教授のレスターとスミスの２人である。ライ

フ、ニュースウィーク、タイムの３誌について、

３７年、４２年、４７年、５２年、５７年、６２年、

６７年、７２年、７８年、８３年、８８年の全雑誌

を対象とし、人物写真のある記事の総ページ

のうち、アフリカ系アメリカ人の写真記事の

割合を計算し３誌別に時系列比較をした。調査

年の雑誌を全部計算することで、特定事件や

特集号の影響を最小限にとどめた。なお、人

物写真があれば、広告も集計の対象とした。約

１６万ページのうち、約３万４千ページに人物

写真があった。その３．４％にあたる１，１５０ペー

ジはアフリカ系アメリカ人の写真記事である。

この比率が年とともに増えるだろうという仮

説であったが、３誌ともその傾向が認められた。

例えば、４２年の３誌平均は１．１％であるが、８８

年では８．８％に伸びた。

　人物写真の記事についての内容分析（コン

テント・アナリシス）も試みている。分類の

項目は表紙、日常生活、有名人、時事解説、広

告、娯楽、スポーツ、犯罪の８種類としたが、

５０年の期間を３つの時代にまとめることによ

り、変化の手がかりを求めている。第１期は３７

～５２年で、人種差別が社会の風潮であった時

期である。当時プロ野球のメジャー・リーグ

でアフリカ系アメリカ人選手は１人もいない。

第２期は５７～７２年で、公民権法の施行で騒動

が激化した時期である。マス・メディアは彼

らの不穏の心の底に潜む原因が何であるかを

注意深く取材する態度が増えた。第３期は７８

～８８年で、みな同じ平等なアメリカ人なのだ

という自覚が高まった時期である。８３年には

キング牧師の誕生日を国の祝日とする法案が

成立した。

　全期を通じ増加した項目は「有名人」「犯罪」、

減少項目は「娯楽」である。２・３期に限って

の変化は、「日常生活」と「広告」の増加、「時

事解説」の急減傾向である。総合すると、社

会に抗議する人、エンターテイメントの対象
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としてのアフリカ系アメリカ人を報道するよ

りも、日常生活の同輩として報道するように

なったと言える。５０年間で、マス・メディア

は改善されたようだ。

３　 雑誌メディアに描写される貧困層

　貧困の問題をニュース雑誌が取り上げる際、

貧困者を代表する者として、アフリカ系アメ

リカ人を実際以上に過大視して報道する傾向

があるようだ。この問題の研究者はギレン（パ

ブリック・オピニヨン・クォータリー・９６年）

である。

（ギレンの研究）

　ギレンは、８８年～９２年のタイム、ニュース

ウィーク、ＵＳニュース・アンド・ワールド・

リポートの３誌の記事から、貧困や福祉の記述

を探し、その中の人物写真中に占めるアフリ

カ系アメリカ人の割合を数えた。１８２の記事

に２０６の人物写真があり、そこに５０６人（人

種不明を除く）が写っており、その６２％がア

フリカ系アメリカ人である。アメリカの代表

的なこれらのニュース雑誌を読む人は、貧困

層の大半がアフリカ系アメリカ人であるとの

印象を持ってしまうだろう。だが、１９９０年国

勢調査による貧困層に占める比率は２９％に過

ぎず、雑誌メディアの編集者は、実際の倍に

あたる虚像を流し続けている。

　ギレンは、貧困の掲載記事の人物写真につ

いて、労働年齢（１８～６４歳）に該当すると思

われる３５１人を拾い出し、人物が就労者・非

就労者のどちらの状態であるかを判別した。ア

フリカ系アメリカ人は、就労者１割、非就労者

９割の状態で描写されていた。国勢調査の貧困

者のうち、労働年齢に該当するアフリカ系ア

メリカ人を１０割とすると、就労者は４割、非

就労者は６割である。従って、雑誌メディアの

編集者は、４割いる筈の就労者を１割にカット

して描いていたことになる。アメリカ人は、一

般に、労働している貧困者には同情的で、デ

ィザービング（援助に値する）の貧困者と位

置づける。一方。労働年齢であるのに働かぬ

貧困者を、怠け者、無能者、酔っ払いなどの

援助に値しない貧困者と決めつける傾向があ

る。雑誌メディアの読者は、貧困者の大半が

アフリカ系アメリカ人であって、就労可能と

みなされる労働年齢該当者の殆ど全部が働く

ことをしない非就労者であり、施しに依存し

ているとの認識を持ってしまう。

　当時行われた世論調査をみると、一般国民

も雑誌メディア編集者と変わらぬ認識であっ

たようだ。９１年にカリフォルニア大学が全米

電話調査（２，２２３サンプル、６５％回収）をし

た結果では、「貧困者全部のうち、何％がアフ

リカ系アメリカ人と思うか」の問にたいし、回

答の中央値は５０％であり、国勢調査の数字（２９

％）を大幅に上回っている。また、９４年にＣＢＳ

とニューヨーク・タイムスが共同で行った全

米電話調査によると、「貧困層の多くが、アフ

リカ系アメリカ人であると思うか、それとも

白人であると思うか」の問にたいし、「アフリ

カ系アメリカ人」５５％にたいし、「白人」は２４

％にとどまっている。

　さて、ギレンの研究は、当時メディア専門

家に強い関心を与え、論議の的となった。そ

の後のメディアが何等かの変化をしたかも知

れないのである。この点に着目し、追試をし

たのがクローソン（プールデュ大学）とトリー

チェ（インディアナ大学）である。

（追試の研究）

　この研究は、９３年から９８年の６年間につい

て、ビジネス・ウィーク、ニュースウィーク、

ニューヨーク・タイムス・マガジン、タイム、
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ＵＳニュース・アンド・ワールド・リポートの

５誌を調査した。貧困や福祉に関する記事（７４）

中の人物写真（１４９）に写っている人々（３５７

人）の人種を判別した。人種は白人、アフリ

カ系アメリカ人、ヒスパニック、アジア系ア

メリカ人の４種とし、９６年の人口動態統計（国

勢調査局）と比較した。論文はパブリック・オ

ピニヨン・クォータリー（２０００年）に掲載さ

れたが、ニュース雑誌メディアの編集態度は

依然として変っていなかったと報告している。

　アメリカでは一定の収入に達しない人を貧

困者と定義している。その貧困者に占める人

種は、９６年の人口動態統計で、白人４５％、ア

フリカ系アメリカ人２７％、ヒスパニック２４

％、アジア系アフリカ人４％である。ニュース

雑誌５誌の貧困者の記事に掲載された人物写真

の人種は、白人は３３％で人口統計より１２ポ

イント低いのにたいし、アフリカ系アメリカ

人は４９％で、人口統計よりも２２ポイント多

い。ヒスパニックは１９％で５ポイント、アジ

ア系アメリカ人は０％で４ポイント低い。過大

に誇張されたのはアフリカ系アメリカ人だけ

で、白人もヒスパニックもアジア系アメリカ

人も皆過小に報道されている。

　記事の人物写真のうち、母親とその子ども

が写っている写真について、家族数もしらべ

た。アメリカでは、一定の収入以下で、一定

の扶養児童のいる母親に福祉手当（ＡＦＤＣ）が

支給される。記事中の成人のうち、福祉（ＡＦＤＣ）

の対象となると思われる人を１００とすると、そ

のうち５２％がアフリカ系アメリカ人あった。

一方、国の統計によると、ＡＦＤＣ受給者に占

めるアフリカ系アメリカ人は３７％であって、

実際を１５ポイント上回る。

　当時「福祉受給者の子沢山」という悪口が

ＡＦＤＣ受給者に陰口をされた。子どもが多い

ほど暮らしが楽になるという意味である。記

事の人物写真について、子ども、成人、高齢

者の３つに大別する作業をしたが、子ども（１８

歳以下）は５３％を占めている。９６年人口統

計における貧困者の年齢分布によると４０％で

あって１３ポイントの誇張がみられる。

　また、写真の背景によって居住地が都会で

あるかを判別する作業をしたところ、９６％が

都会地域であった。人口動態統計では貧困者

の７７％が都市居住であり、雑誌記事には誇張

があるようだ。

　このように８８年以降のニュース雑誌では、

貧困や福祉の記事に添えられた人物写真には、

人種の統計分布をずっと上回るアフリカ系ア

メリカ人が登場している。結果として、貧困

者の否定的な面をアフリカ系アメリカ人が持

つというマイナス・イメージを読者に与える

ことになっている。

　ニュース雑誌メディアの偏向の原因として、

雑誌社が大都市に集中しているという説があ

る。写真を求められたカメラマンが、手近か

な所での取材をするため、比較的大都市に多

いアフリカ系アメリカ人のスラム街に行くと

いう論法だ。しかし、９３年人口動態統計によ

ると、１０大都市のうち、メトロポリタン地域

に住む貧困者の３２％がアフリカ系アメリカ人

に過ぎない。

　やはり、原因は編集者の側にあるのではな

かろうか。ギレンはニュース雑誌３誌の写真編

集グループに面接し「貧困者のうち何％がア

フリカ系アメリカ人だと思うか」の質問をし

た（９３年）。前述したが、９１年に全米の電話

調査をしたときは５０％であった。知的エリー

トの回答は、平均値４２％であり、幾分実勢に

近付いたとはいえ、本当の数値２９％をまだま

だ上回っている。ニュース雑誌の編集担当者

の誤った認識が国民の判断に影響を与えたか

もしれない。或いは、国民の世論をキャッチ
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している編集者が、その認識についているの

かも知れない。

　いずれにしても、これらの誤った認識は行

政の政策に影響を与えるかも知れない。アフ

リカ系アメリカ人についての白人側の固定的

偏見が福祉の支持を減らしていることとも考

えられる。

　　　　　　　　（了）　　　橋　本　　　寛
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